
Title 工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

Author(s) 安宅, 仁人

Citation 公教育システム研究, 3, 81-96

Issue Date 2003-12

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/22074

Type departmental bulletin paper

File Information 3_P81-96.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



公教育システム研究第3号 2003 

工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

安宅仁人事
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1 はじめに一一自立の時代の到来一一

今、個々人が政樹旬、経糊旬、そして職業的に自立することが求められている。現在人々に「自立」を求める状

況を生み出している背景には、冷戦構造の終駕と新自自主義の蹴雇、長引く世界同時不況、挺次する政府の財政赤

字、官依存体制の弊害の露呈といった問題から、相次ぐ桂誠主謝喋団の不梓事、中高年の餓彊問題と若明書の不

調業問題、草の根市民活動の進展などといった問題まで含め、多くの要素が絡み合って存在していることがある。

それ故に、「自立」を求める声の師庁は「右・左J、「保・草」、「国家・市民Jiから同時に上がっているものの、当

然それ引もの目指す方向は大きく異なったものとなっている。例えば特定のサイドのからは、年金、老人医療倒換

などの担金保障費の支出を低減することを意図して、「自己責任、自己防衛、受益者負担Jなどの論理によって行

動ずる人々 が「自立」した人々 であるとしづ声が上がっている量。そしてもう一方のサイドからは、人々 が自立す『る

ことで従来のように帯柏慎団、権劇場長国に委ねてきた決定権を取り戻し、自らが将来を決定していきたいとい

う欲求と、「権脚句・専門町鷹団への依存からの脱却、市民参加の指盤、協同関係の構築Jといった論理とによっ

て行動することに価値を見出す耐もが生じている。このうち特に後者の流れは、無党派首長の譲住や、行政、司法、

医療などの専門家集団に「独占Jされてきた領域に多くの市民が参加を求めはじめている動き、そして従来「行政」

セクターが多くの権限を握っていた国際交流、都市計画、環境、樹止、教育などといった領域へNGOやNPOな

どが積極勤に参加し躍進している現状に象徴される。(ところで、近年のNPO砂院で興味深いのは、従来の「政

府と非営利セクターとの聞には対立関係が内在且Jしているという考えから、「翻守とボランタリーセクターの対立

ではなくコラボレーション、すなわち『ボランタリーセクタ.........，...の瑚枝援』ないしボランタリー団体による『政

府プログラムへの参画'~ iVJへとNPOの位置付けをめぐる議論が移行している点である。このことは、公揃快

活動の担い手としての政府並びにNPOが綱引きゲーム的にヘゲモニー争いを行っているという単純な瑚草の枠

組みを超え、自立し自i丑呂織化した市民たちによる参加と協同の精細みを構築してし、く可能性を強く清変するもの

である。)

また、自立が求められてし、るのは以上のような佐針旬、酎輸な理由にとどまらな川日本経済はパブ崎硝崩

壊以降楠節句な不況が支配し、特に鈍宣業を取り巻く制問極めて触しし、状況となっている。同時に、判企業や

零靴企業は誕来の大企業の下請けという不安定な立場に加え、国際競争が進み技術流出が叫時時中、中国をはじ
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めとする人件費の安価な国々との聞で激化する競合の渦に巻き込まれている。このところ日本の車出宣業を下支えし

てきた判企業キ帯庇企業は、菊閣の開業率と廃業率との差を比べた場合に廃業率の方が上回る状町が節、ており、

第二次産業の空洞化淵剥な問題となっている。しかし、このような厳しい状況とはいえ判企業キ輔自企業のあ

り方も変化しており、従来犬企業に依存的であった「短納期=低コスト」の鈍査体制から、今後闘虫自に製品を研

究、開発し「開発=高品質J吋体制を目指すことに活路を見出しはじめている。これらの動向は、一部の中IJ企業

キ脅静岡企業が依存 (dependent)から自立(independent)へとシフトしている証左と見ることができる。とはし、

え、大部分の中必諜キ輔佐企業が依然として倒産・廃業に追い込まれていることや、大企動コ意向に強く影響さ

れていることを鑑みるならば、安易に「必要な構造投革が進んで国際競争力が強まっている」とか「勝ち組み企業

にならむといった某指摘専門耕助句な割田をすること削真まなければならなし、

また、、個人や事業体が「自立」することで寸車の問題が解消するわけではな川重要なのは、「依存J(dependent) 

から「自立J(independent) .r-.調達することを最終的な目標とすることではなく、分断された個々人の競合に終わ

ってしまう可能性のある「自立jから、自立した者同士の「相互依存J(interdependent泊)ーーすなわち協同ある

いはネットワーク化一一(の移行齢、州こ実現するかとし、う点にある。これは、近年日本をはじめ世界各国で市民

間あるいは中IJ企業を含む企業間で、ネットワークイ出品が急速に進んでいることと無縁ではな川今後、日本におけ

る自立した市民の在り方についての砂院を進める上で、このinte吋ependentとし、う概念は非常に重要なものとな

っていくであろう。

なおイ輸は、このような現状認識の下で工業高等専門学伎を通じて醐勤自立を衝尋してきた事例を検討した先

の拙論吃要約、力陸位びに修正したものである。

2 職業的自立の成立要件

前節で概観したように自立の在り方はスタンスキ観長によって多様なものとなり、一弾句にとらえることが容易

ではないことが分かる。そこで「小論において用しも自立」にっし、て、その成立を支える要素と概査にっし、て明ら

かにするとともに自立の概念に関して検討しようと思う。

そ句こで職業的およひ富町剖句な自立について教育学的観長によって著された「デ、ュアノレシステムの公制全と批判的

職業・経済教育学jの中で整理されている、 1960年代カも 1970年代にかけて活躍したドイツの拙刑制牒・

経済教育駒コ謝責にならいた凡そこで、のレンベルトとベートゲらの業績の詳細についてはここでは述べないが、

彼らのデ、ュアルシステムへの根本的な批判の論点と成果が示したものを今一度整理すると、以下の3点にまとめら

れる。 1点目は、私企業料すう職業較育では教前9-:1)].果に限界があることを指摘したことである。つまり、階層的

関係特鯛企・効率性が3団日する私企業内のシステムによって、果たしてどれだけの「陶冶」の効果繍待できる

のヵ、とし、う私企業に対する懐疑を表明したことである。 2点目は、自立は「醐釦をとって自己の位置を客離句

に拒握する能力の獲得の末に達成されるということ、すなわち自立の定義を示したことである。そして最後の点は、

学校教育で培われた職業均な「揃包Jと「知識Jを基にした批判的能力を通じて暗騨勤な自立と自律が酒養され、

それが民主的な柾会システムの構築に寄与一ーすなわち政治的な自立と自律を獲得一ーするという桝illみの提示

であった。ここで注目すべきは、自立を衝尋する上で職業的な「婦哉lと「技能]の両者が大きな役割を占めてい

るとし、う点である。これはともすすもば「知識lと「踊包Jのいずれか一方に偏りがちのわが国の「甑畠教育」と「職

業教育」の現状や、増加する若年失業者相織率の増大の問題等を考えた場合、前倒・職難句な自立と自律を酒

養するための聴操教育をし、かにして実践・達成していくかということが今後極めて大きな課題となっていくであろ

う。それゆえ、 4年制大学工学部と比較して遜色ないといわれる専門知識伽献と実験・実習(技自由を施す

高専での教育を通じて、批判糊龍業・経済教育学者が言うような自立と自衛丸、かに成立するのかということを探

る作業は、わが国の瑞撲較育のこれまでの成果と将来を展望する上で意義のある取り組みとなるであろう。

さて、前述した3つの点に通底するのは、企業内において実施される職業較育よりも、学校教育において「体系

化Jされた職操教育に優越性を認めていることである。このような指摘は日本の職業教育の現状、すなわち「甑直
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教育Jへの強L浩向の下て多くの学校におし、て「職業教育」の領蜘t後退し、他方で職業拘な失E賦技能の謀者恥

場として企業内の Q町の比重が高いとし、う現状をみた場合、この批判的職業・経清較育学が易!脚lした問題を現代

的な意味で捉え直すことは、わが国の鵬鵠情の行く末に対して新たな地平を聞くものと思われる田。

なお、ここで用いた自立と同音の自律について意味針童いをひとます雫揮語力(大辞林)にアプローチすると次の

ようになる。

「自立jであるが、

「他の助けや支配なしに自づト人のカで物事を行うこと。j

とある。次に、「自律リの意味については

「他からの支配や助力を受けず、自分の行動を自分の立てた規律に従って正しく規制すること。」

となっている。

これは、 iW，成人の自立性』の達成lには「自己の属する時間と空聞から蹴住をとって考える批判能力」が必要と

いうレンベノレトの言葉を借用するならば、自立と財閥環境の中切目対的に自己の位置を謂曲することのできる能

力であり、「外部との関係Jの下で成立する概念と定義することができる。これに対し自律とは「内的Jな規則H乙

であり自己の内側で生じる事象であることから、定義上も自立とは異なる。

自立と自律の成車畠程であるが、外部と自己との相対的な位置閥系が「客観的」に謂哉されてはじめて、自らの

内部で自らの進tlvくき方針を「主観的」に決定することが可能となるのであり、レンベノレトが指摘するように、「成

人としての自立」から「職業的自律」そして「政糊句自律」一一階会の民主主義化」羽i一一¥とつながるという

順序をたどると解することが妥当である。本布院で怯自衛こっして自立とともに主題的な概念として着目していく。

また、もしかすると「劇曲句自衛とし、う言葉を用し、たことに対して唐突あるし、は奇異同惑じられたかもしれな

いので、若干の補足をしておきた川無論ここで用いる政治的自律という言葉が指すものは、特定の党B雨包主義主

張に基づいて行動するという意味ではなし'0 i自律」と「劇帥句なること」との開系については英国の政治学者ヘ

ルドがその著の中で、まず、ンティズン、ンップ一一「種々の権利と義務、自由と嗣閥、権限と責任を原理上、諸個人

に対して等しく付与する、尚句身分」ーーを分析する上で、「多種多様な集団、附汲、運動が、様々な形の身労制度

明暗層制度、さらには政制句障害に直面しながら、自己の生に対する一定の自律と統御を硝尋しようとした闘争の

諸様式を検証してみる必要があるJ と述べている羽ü。さらに彼尚莞けて iW市闘世智IJ~ という言葉によって想定さ

れていたのは、個人の自律を確立することが前提要件になるような類の諸権利で、あった」耐としている。このこと

から導カれることは、政治史的に自律の位置付けを見た場合、個人の自律という概念、と個人の、出句あるいは政糊句

な身分とは極めて密接な開系にあり、中でも市融制留Ijを担保する上で個々人の自律の確保が前提条件として位置

付けられてきたという認識口柱目に価する。さらに「それ(市民的権利の確立)は、政糊切替IJの発達においても

重要なステップ(脂血内一一安宅Jでもあり、「個々の行為主体が自律した人格として、すなわち自己の生の基本

的諸条件を自ら熟慮し、決定することのできる人格として承認されたならば、その種の人格は原理上出町曲句責任

を担う能力も備えてし、るのだと考え」、この湘もが自律した市民による政治への参画を可能にしてし、る現代のシス

テムへとつながってし、くことが示されてし唱。このように、自律と政治-----t侍に政治参加とし、う意味で-→ま現代

では不可分な概念となっているのである。

しかしながら小論におし、て「前納」自律l請す椴トである。今回は心的な主題として「晴樹句」自律を据える

にとどまるものであり、政J鮒自律の選者尋に関する検討については今後の研修百賠としてし、くつもりである。

3 高専卒技術者像と自立と自律の構造

それでは高専に目を移したならば、高専卒技術者の自立と自律の楠置はどのように映るのだろうれ「ぜ術者」

について論を進める前に、小論で、は「師匠」をし、かなるもとのして想定しているのかについて言及しておきたし、

「技術の成立割引について、「科学・技術」について論じた小泉賢吉郎氏の「科学・ぜ術論E帯毒Jの成果に剥変

を得て論を進めると、擬荷の成立要素を3つに分類することができる。そのうち1つ目は、材料・道具・部品と
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図1 技術者の「自立と自律」の構成の概念図
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※拙論 (2003)rわが国の技術者養成システムにおいて工業高等専門学校が果たす寸賭仕意義Jより加工・修正
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いった「ハードJ。次にテクニック、ノウハウといった「主蛸旬。そして3つ目が「知識Jである問。これらの3つ

の要素、あるいは既に成立した技術を組み合わせることにより新たな出問t成立するが、この組み合わせを維持す

るためには「実際には、組み合わせを物理的に1つにまとめておく力が必要JXVIとしている。また、彼は揃荷の成

立と普及のためにはこの3要素にととまらず、糊旬、知樹句な慣或に関わる「技術支援ネットワーク」が存在して

いるとして、小泉は社会構成主義者の想定する掛持の「支援ネットワーク」の重要性を主張する。これはひとこと

で言うと、技術が普及するために必要な技術を取り巻く外的なネットワークである。これらのことが示すのは、技

術には「統合Jと「開放」の2面があるということである。すなわち、一つの働荷が成立と普及する中に、 r3要

素」キ既存の出荷を束ねて新しく実体的な技術を生み出す「統合」の側面と、掛町を取り巻く柾会全体に作用して

出荷の普及を鞠略的に推進する「開放1の側面を見ることができる。

以上のように技術の成立劃牛について見てきたが、高専教育と出荷の「統合的Jr開脚句J側面について着目し
て自立と自律の関係を概念的に描いたものが前ページの図1である。図の最下段にあるのが高専教育というベース

である。この高専教育を経て、学生らは職難句な「知識jと「櫛包を衡計るが、この「婦龍lと明白が自

立の確立を支えていることはレンベノレトらの議論を通じて前章で整理したところである。そしてさらに、寮生活や

5年を通じた年長・若年者との関係など高専教育の中における人間関系も自己の相対的位置の托躍に寄与する形で

自立の瀦与にー役買う。また、学校の外側にある佐会という外的粟骨相脚句側面ーとの村わりも、自立の形成

には不可欠な要素である。

下段から2番目の「技術」の枠内であるが、高専較育を通じて型新号される職業的な「知識lと「蹴告j科目互に

影響をし合っていることを示している。すなわちこれは「統合Jの側面である。早期・長期一貫ぜ術教育の中での

実験実習およひ等円座学を中心とした濃密なカリキュラムがこの両者(技術・技昔日の結合をより強化し、学習者

がこの両者を自らの支配(コントローノレ)下におくことを可能にしている。ここに従来から指摘されてきた高専教

育の特長を確認することができる。

さらに図1明献を続けると、「統合」的な側面と同時に「開放」的な側面という 2つの側面-ーすなわち柾会

とのかかわりあう能力一ーが並存しているということである。換言するならば、知識と技能を適切に使用し職業的

自立を繍尋してし、く能力が統合的側面であり、非自己と具体的カピ精極的に関わってし、く能力が開脚矧価である。

これら開放と統合の両局によって支えられ、自己の位置を把握する「自立」と方向性を定める「自律Jを樹等して

して。なお、この論文ではこの2つのイ則面を同時に有することを「トータ川由にこでは図1の左側面に位置す

る)あるいは「全体性!と呼ぶこととする。この「トータ川主lの表出は、図からも分かるとおり「自立・自律」

が衝尋されていることを示す重要なメルクマーノレとなる。

ここで、この図と高専並びに大卒のぜ術者像との対応を明確にしておきた凡まず、高専教育により育成される

ぜ術者に対する肯定的な鞘面は、臨床的に出荷と知識を統合させて開発あるいはモノづくりをすることに長けてい

る、という点にあった。筆者は、このような開発力に優れ臨床的にモノづくりに携わるぜ術者を「統合型ぜ術者J

と呼ぶこととした。対して、図1上段の開放的ぜ術者は、 4年制大学工学部や工学系大物完を経由したぜ術者であ

り、開発というよりむしろ「研究]に重きを置く開放型車E術者である。しかしながら、この分類秘、ずしも実体的

あるいは明確に「高専=開発・統合型度術者Jr大学=研究・開放型ぜ術者Jと区別されることを示すものではな
川というのも、近年高専同封官の高度化・専門化に対応した、砂院も可能なぜ術者を志向する動き叫が急速に高

まっている。一方の大学工学部はJABEE (日本校術者教育認定機構)対応のため、実験・実習のカリキュラム

整備を行うなど、より実蹴句なモノづくりの能力を福養ずる重要性部晶、始めている。このため、ここ近年高専と

大学の両者l対日対的に醐住を縮め始めており、中長期的にみた場合、高専が大学化一一欄脚切則面を瀦与一一し、

大学が高専化一一新治的側面を瀦専一ーすることで、結集的に両者の輩出するぜ術者は先述した「トータ川主lを

有したぜ術者へと収飲していく可能性がある。しかしながら、この場合も「統合的側面Jを基にしているのカヘあ

るいは「開放的側面Jを基にしているのかという差異出恰表されるものと思われる。

4 なぜ高専卒の「起業者、開業者」に着目するのか

戸
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さて本舗では、前節までで述べてきた認識がなぜ高専を卒業した「起業者・開業者1に着目することにつながる

のか、その理由を示していきたし、。

まず1節では自立が求められている時代背景について、そして廃業率が上回っている制問こついて言及した。こ

のような中で、起業ないしは開業・自営というライフスタイルに着目する理由は、起業・開業という崩業スタイノレ

が雇用鰍句に基づくサラリーマンとは異なり、給与などの経済的な面で比樹句「依存しない」形態をとっていると

いうのが第一の理由である。従来型の大企業や公務員といった「安定J型の下での雇用は、ともす寸l，f鵡主主斉的・精

神的な依存につながる一方で、ある程度の不安定を承知で起業や開業の道を選択するのには「意志」と「能力」の

両面で自立が求められると考えられるためである。もちろん大企業を選択することが自立・自律の欠如と断ずるこ

とはできないし、?間錨句な理由から起業・開業を選択する場合もあろう。しかし、企画、経営、営業などの全ての

項目にわたり自ら決定することを求められる道を歩むことを決意したこと、そして自らの手で事業を維持していく

中に、少なからずの「自立と自律」を見出すことは充分可能である。

また第二の理由として、一般に自己の能力を発揮する場として起業・開業としづ道治輯夫されている、とし、うこ

とが挙げられる。例えば、先にも引用した「中IJ企業の競争力基盤と人的資源」では、事業主として開業したもの

の意識アンケートを実施したところ上位の開業理由の害l恰として「自分の能力を発揮したし、」が44. 3%、「自

分の技能特需龍を生かせる」が35. 3%となっている。その一方で「より高い所尋を得られる」は17. 7%と

なってして、「能力発揮に村わる動機が経獅句麗搬を大きく上回ってし、る」畑としてし、る。これらのことから導

出できることは、この背後に組織の論理に捉われずに専門性に基づく自分の能力を京日何なく発揮したいという自

立・自律性を見出すことができるということである。「自分のやりたいことをやるJ、「組織のしがらみに捉われた

くない」という強い意制独立の道を歩むことを決心させることは、後に鮒もる工業高等専門学校卒起業家・自営

業者へのヒアリングでも明らかになった。これらの動向は「意志の自立・自律Jの表出として理解できる。

そして第三の理由としては、先に自立ひしては自律の衝尋には職難ぬ「知識jと「揃告」が必要であることを

述べてきたが、高専較育をこの「知識lと ri踊旨」の瀦尋の場としてみたとき、恰好の題材として捉えることがで

きるからである。その根拠は、高専教育の内容の詳出lIJ<iXについてはここでは述べないが、高専入学者は工業高校と

同童い高校の偏差値静リとはー鵠を画していることや、 5年を通した教育で大学工学部のレベノレに近し授業を行う

ことなどから職難句「知識lを瀦尋する面で恵まれているという点と、もう一つは高専較育の特徴でもある実験・

実習の畠見あるいは若年期(15歳から20歳)からの一貫教育によって職業拘「技能Jの瀦専にっし、ても恵まれ

た環境にあるという点に因る。このよう口融業的「知識lと「揃包に裏打ちされて自立した高専卒技術者拡起

業あるいは自営の道をし、かにして歩んでいるのかについて着目することは教育と自立の関係をみる上で非常に輿

場探川

そして最後の理由としては、当然のことながら起業・開業には職期拘な能力が必要になってくる。すなわち自営

や開業で必要とされるものは、m僻句な知識と技能を適切に用いるという技術の「統合」的な能力があることはも
ちろんであるが、これぷ汐村こも人的ネットワークの構築、経営知識佐創育勢の托握などに関する能力一一技術の

「開放J的(則面ーーも必要となってくる。先に述べたようにこの「統合」と「開放」を併せ持ったときに「トータ

川也が表出するのであり、この「トータ川生l無しには起業・開業を男子に移して「やりたいこと」を生業とし

ていくことはおよそ不可能である。つまるところ高専卒起業・開業者の中に「トータノvf主lの有無あるいは「トー

タ川主jの樹軍品程を見ることは、日本の聴操全般lこついて自立と自律の街尋の方途を明らかにすることにもつな

がるのである。

では、実際に高専卒起業・開業者には量句あるいは節句にどのような特徴を見出すことができるのだろうか。小

論では以下に述べる2つの視角を軸に高専卒起業・開業者についての実体を調査した。その1つ目は全国の工業高

専卒業生について、卒業主争点並びに卒事者主経年時の聯重を調査することで高専卒業生の自営・開業率の高さを明ら

かにしようとする視角に、そしてもう 1つは高専を卒業した後に起業・開業した人物にヒアリング調査をすること

で高専教清が彼らに与えた影響を明らかにしようとする視角に基づき、高専卒起業・開業者にみる職難包自立の獲

得用件について考察を行うこととしたし、。
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工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

5 高専卒起業・開業者の実態

まず1つ目の実態調査であるが、手法としては全国49枝の工業高専に、(i)過去の卒期寺点の大企業・中小

企業・自営の進路先及び比率(註)卒業者灸荷主の璃撲に関する追跡調査資料、などを文書で求めた。

(i)卒業時の自営・開業率

その結果、まず卒業時の自営率についてであるが、長野高専の淵哉者中 (199 2~200 1年)において自営

と明記されていた率は学科別でO. 5% (電知~1. 9% (機械となっており、同様に秋田高専については自

営率(1 997~2001年J はO. 0% (機械 ~O. 6% (電機・物質・環境都市)となっていた。これらの

ことから分かることは、高専を20歳で卒業して即「自営Jにつくとし、うのは稀な事例であり、卒業時点、では4大

工学部卒者と自営率を比べても明確な特徴は認められないということが示されている。この、卒業時についての「自

営・開業」については、例えば中村諜白書留や街斉雑誌などで指摘。dされているように、 20歳台での起業・開

業は「資金Ji，販路Ji人牝キ梯荷のノウハウにおいて、少なからずのハンデ、イキャップが相生していることがそ

の低さにつながってb、るものと思われる。また、中小企業白書によれば錦司業のうち(封土との関係を持たずに会

樹園線開業する)スピンオフ型の開業が比率上トップを占めており、会制撤が無いものの開業率はそのうちの

6. 0%にとどまってb喝国i。これらのことからも分かるように、学生を卒業したての噴からの起業というのは実

際には非常に難しいのが現実である。

(証)卒業経年後期生の自営・開業率

以上、高専卒業王寺点lこついての自営率についてはそれほど顕在的に自営率の高さは見られなかったが、棚哉を経

た後の進路についてはどうで、あろう仇調査に対する国際を受けた高専のうち卒業経情愛の進路を扱えるものとし

て、ここでは鹿児島高専(表1、2)、呉高専(表3)、八戸高専、旭JiI高専(表4-6)と苫イ牧高専(表7、8)

加の4校のデータを紹介したし、なお、小論の最後に掲げた表はいずれも紳由に自営率を、横軸に卒業年度をとっ

たものをグラフ化したものである。

これら4校に共通する傾向としては、ますそ創立当初一一1960年間愛半一一司データが示されてし、る旭JII高専、

鹿児島高専のデータを基に見てみた場合、 1970年代当初ごろまでの高専卒業者、すなわち現在45~50歳に

位置するものの自営率は10%前後に上っている。特に 1968 年，-....， 1971年(現在54歳，~51歳程厨の鹿

児島高専及てJ旭川|高専の数値にあっては自営率刷亜めて高い。その耳献重の内容は、設計事務所やコンサルヂイング

業といった専門性の要求される精路託、自ら業を営んでいるケースが多川この高い自営率は1970年代半ばまで

見られ、 1975年ころまでは各高専とも5%程度の自営率をコンスタントに確保していることは4年制大学工学

部と比べて特筆すべき傾向である。 1975年以降は自営率は漸進的に低下し、鹿児島高専、呉高専、旭川|高専、

いす抗も、年次的な例外はあるものの、 O~数%代を推移してし唱。これは独自に調査した苫IJ牧高専も同様に、

倉1願期から 1970年代半ばまで自営率が高くその後低下していくという傾向が見られる。

このように自営率が年齢とともに糊目するのには2つの理由が考えられる。ます積極均な側面であるが、時聞が

経つことにより経験、人脈、販路そして資金に対する余裕が生じ、上七車姐旬開業しやすくなることが考えられる。中

イ企業白書によれば、若年層ほど保有資産が少なく、高年審ほど多くなる傾向が明らかにされている四V。また、先

ほども述べた開業王寺の困難性であるが、 50代と 29歳以下を此鍛した場合、販路以外の「自己資釦晴彦韻釦

「人材確保Jの面において、 50代に債位十生が見られるm ことからも分かるとおり、 50歳前後の時点での自営率

が相対的に高いこと同企国的な傾向と合致しているといえる。

(温)4年制大学工学箸陣との比較

また一方で、大学(工学宮町の自営率については、「卒業時点の棚哉における自営率」については高専卒者と大

卒者はい刊もも1%前後(後過とそれほど差はなしが、「卒者灸荷主」にっし、て比べた場合はどうであろうれ

それを証明するため、ここでは相錨草地区において工学教育を行ってし、る大学の例として、北3街宣大学工学部 (2

000僧と室蘭工業大学(1995年)の「同窓錆志Jを基に、「自営」率を調整叫してみた。その調査の結果、
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大卒経年後の「自営」率は極めて低いことが明らかになった。北大、室工ともに、「自営」と明記されている機械

工学科、電気工学科の卒業者は期間中通算してO人~数人にとど、まっており、北大電気工特ヰの1972制 2例外

的に8%台を示しているが全卒業生に占める自営の害~合は1. 1%であり、同条件で調査した高専の中でも自営率

州民いと思、われる苫イ牧高専の自営率(1. 7%~2. 0%)と比べてもおよそ半分の害l恰で、あった。

このような同窓鋸志による調査から得られたように、 4大工学事陣者の自営・開業率の低率さを具備拘に翻月す

る資料はその他にも複数相主している。その1つ目として国立ブ寺工学部の卒業者追跡調査アンケートを、 2つ目

として「中IJ叫業白書2002Jによる統計資料を、そして3つ固として「中央大学企業研宛丘lの新興企業アン

ケート調査が挙げられる。

まず、 1 つ目の国立大学工学部の卒業生調査の結果で、あるが、 1978年、 1980年、 1983~1992年

の卒業生の約25，000人を対象lとしたアンケート調査に基づいた広島大学工学部の調査によると、工学部卒業

者全体のうち棚哉として「自営・家族従業者Jに分類された者の比率はO. 6%にとどまっている問。そして、現

在 (1993年時)の現職について聞いたところ「経営者・役員・自営業主」に分類されるものの害~合は総数のう

ち1. 0%で、あった。これは先に調査した北大並びに室工の数値制頃向と一致したものとなっている。

2つ目は中イ企業白書からの資料.xxviiiであるが、開業者の属性について「学歴jの項目を設けて統計したものに

以下のようなものがある。

表 創業者・創業希望者創業非志向者の比較伴睦別

神・中学|献・旧制中 |短大・繭 |大学・大輪

創業者

意喋希望者

倉蝶錫陪向者

18. 5 

13. 2 

14. 9 

47. 1 

48. 5 

48. 7 

…~;.~;……ブ~.~:;.:: 

12. 3 

13. 7 

26. 0 

22. 8 

(単位:%) 

残念ながら、この数値の元のデータである締結、の「就業栴宣基本調査jにおいても倉喋者の属出瀕は「短大・

高専」となっているため、全体のなかで純酔にどれほどの害l拾で「高専J卒者が占めているのカ壮明らかにできな

川しかし、上記のデータの数値によれば「大学・大判完」の開業の害l恰比率は「短大・高専」の1. 61倍であ

るのに対して、 1960年の大学及び大朝完卒業・修了者が約25万人に対し短大と高専を併せた卒業生が約12

万人 (2. 08倍)、そして2000年の大学及び大判完卒業・修了者が約60万人に対し短大と高専を併せた卒

業生が約17万人 (3. 53倍)であることを考慮したならば、短大・高専に比べ常に 2倍~3倍の数の人材を輩

出している大学を卒業して貴蝶舎ずる者の比率は決して「高くないJことが窺える。

また、「広域多摩地域ベンチャー企業の経営者精神」について研究した「中央大学企業研郷町のレポート血に

よれば、ベンチャー企業を経営する人物の最終学歴に関して調査問したところ、全経営者のうち「高専卒が4.5%J、

「大卒が52. 3%Jであった。この大卒のうち理学・工学系の者が占めているのはそのうち55. 8%であるこ

とから、 4大工学・理学部卒の 129. 2 % (5 2. 3 x 5 5. 8 %) Jを比較の対象とすることが妥当で、あろう。

また、高専と4大工学部の卒業者数の比率は、私立大学も含めておよそ1: 1 Oxxxiであることから、 I(高専): (4 

大工学部)=45:29Jとし、う害IJ合、すなわち今回のケースでは高専卒者は少なくとも比率上では大学工学部と

比べて1. 5倍の害I拾でベンチャー企業を経営していることが導き出される。

以上のことから、高専卒業者の起業・開業率は4年制大学工学部卒業者に比べて高いことが看取できる。では、

なぜ泡業・開業率が高いの仇その理由は2つ自の視角に若丸、た実態調査一ーすなわち高専卒起業・開業者への

ヒアリング分析ーーから導出することができるだろう。

6 高専卒起業者・開業者へのヒアリング調査の概要と分析
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先の拙論岨iでは、高専を卒業した後に起業・開業したS氏、 N氏、 A氏の3人にヒアリングを行った。彼らのう

ち1人目のS氏は、 1991年に道央の高専(市脚情報工特ヰ)から道北の国立工業大学へ3年次編入し、卒葬者表

柏幌市内のベンチャ企業に3年間勤めた後、 25歳で郁長封土(後に1宋お針九封土の規摸は社員数8名，資本
金2，000万円一一2002年4月時点)を設立した人物である。 2人目のN氏は、 1986年に胆勝世区の高

専(機械工学科)を卒業し、そ併麦東京子持欄係の封土に踊龍 7年半勤めた同社を潤哉し、苫IJ牧市のユータ

ーン事業の一環で地元会社への就職する。その設計を主にした仕事を6年半勤めた後、 2000年春からは現在の

機械設計事務所(本人のみ与の代表となり現在に至っている。そして3人目は、 1974年に胆振地区の高専(電

気工学科)卒葬者去に電電公社(現NTT)の科封采用を経て、 35才の時に相続草へUターンする形でコンピュー

タ関係、の専門学校の国応援等に就低また、 96年には有限封土のITコンサルヂィング封土(本人のみ)を設立

し、専門学伎の理事兼逼的援である傍ら同有限封土の代表取締役として活動しているA氏である。

以上のように3氏にヒアリングを分析した結果、 3人が自営、倉l撲の道を選んだ大きな共通存、として、

(A)企業の歯車となることに対する抵抗感

(B)自己の能力を発揮する場への希求

(C)高専入学は自分で決めた

(D)高専で学んだことが、現在のI嗣重に役に立ってU、る

(E)専門Wトの知識が、当時思った以上に役立っている
(F)編入先の大学明能場では、高専卒技術者ということの評価は高かった

とし、うことが見出された。

まず、 (A)と (B)であるが、これは企業に依存するのではなく、自ら企画立案し知子に移すとし、うスタイル

を敢えて選択したとしづ意味で、自立と自律の明確な表出ととらえることが可能である。そして同時に (E)に示

されるように、 3者に共通しているもう一つの点として[高専に入学するのは自分で決めたJとし、うことが挙げら

れ，このことは15歳の入塑時点ですでに将来の職難拘「自己決定Jをしていることを示しており、各人とも自己

の適性、志向を見つめながら高専を決定している、いわば「自立・自律の芽Jがあったと言うことができる。これ

らのことが示すことは、単純に高専較育が無条件的に自立や自律を創出するのではなく、学生が入学時に有してい

た「自立・自律Jを強化・増進する作用がある、あるいは高専への入学を選択する際に高専に自立・自律した者を

ひきつける求心力があるものと推測される。これにより「結果」として高専が輩出するぜ術者の傾向に、 (A)(B) 

(C)にみられるような「意志Jの面での自立・自律を見出すことができるのではなかろうヵ、

また高専較育によって担割尋されたぜ術者の自立・自律は、「意志Jの面だけにとどまらず、「能力」の面でも看取

できる。それは (D)のように、高専で学んだことへの関わりと現在のキャリアについては、いす苛Lも肯定感が強

く、特にS氏とN氏については、「自分ほど高専で学んだことが役に立っているものはいないのでは」という旨の

発言をしていることからも、高専で樹等した知識と技倍ーすなわちぜ術ーーが職難句自立・自律の硝蜘上で不

可欠であったことがうかがえる。高専の教育が起業・開業に役立っているということの背景には、高専較育の制度

及び内容が臨床的あるいは実騨句な技術一一特に掛育の統合的側面ーーの獲得に有効に機能していることが示さ

れている。

なお、このような出荷の統併切則面に加え、 (E)のように3者とも「高専における他学科、他領域 (S氏の場

合は複合領域の実習・体験」が、現在の経営者として「全体を見渡すカ」に寄与していることを認めており、高

専較育によって樹号された幅広い荷崩蜘哉と技能が起業・開禁する上で肯定的に作用していることが窺える。例

えば、 S氏は電気、機械、情報の3分野にまたがることを扱う「市脚情報工学科Jに在籍したことが現在の仕事に

大きく寄与していることを、 N氏IJ設計の際に図面を書くだけではなく加工方法特Eみ立て方法を考慮しながら図

面を描く上で高専での他業種(電気工学等)の知識を得られたことを、そしてA氏は電気以外に鋳造(機被工学)

に関する経験と知識がモノづくりの封土をコンサパヂイングするときに役立っていることを、それぞれ認め評価し

ている。これは、自営々鳴l撲に限ったことではなく、大企業の1セクションで仕事をすることにおいても、極めて

nu 。。



重要な能力である。また、「体験Jに対する矧面も高川「体験Jすることで、長期間経ても割、ずに身についてい

ることが3者のヒアリング、を通じて明らかになっている。ここにも、「実験・実習Jが多いといわれる高専の教育

の特長を見てとることができた。

また、この学習領域の「広さJは、研究と開発の問題とも関わってくる。すなわち、研究がある限られた組到に

特化し発見していく「尖端J性をもつのに対し、開発は幅広く存在する材料を組み合わせて新しし司ノを作り出す

「総合J性を特徴として持っていることからも、ここで取り上げた3人の高専卒者のも勺総併句なぜ術が開発と親

和性を持っていることが分かる。具体的にはS氏の、

その差在のB指すべきとこδjご6 よ-3んです万.ì~ :3ちは研沼署デとbづノA..?J.i'v\.必b 切な昂fj~苦ぎ泣い-3

んでかミ研努まl;J:v寸b、んです丸薪IA説搬を研究Lで会在を成ク立たせつり-3:h1プてマニtl，tぐで、
あ-3炭析を使って農協~f戸?5c:こ弓がここの会記なのでそこか還5んですよ九

仲峨j

美濃jごJ!iv以たちは厩若宮長野ごはなれ-31しですコ34研究ずになれ-3iがとう?J壮三対抗必いです〉がらお(5
.Ef;) 

というコメントは、そのことを糊句に表してし唱。このような開発と砂防の能力のうち、どちらが自営・開業を

スタートする上で適したものであるのかは、論をまたないで、あろう。

そして、もう一点垣閣見られた共通長としては (F)のように大卒との比較に際して、佐会での能力は個人次第

であるが高専卒ということに対する評価は高かった、というものであった。

;t一、え学生館Jをおルですよね筏)0fJぎx.-3λと信之卵、パのレベンルの差がひどb滅寸。高車生

j式出来-3ノA..1':1すごぐ出来.-3んでプマガzとも、 t1i釆;齢、λ1;1;縮かjごlfi蒋仰の'?J喝L-:tL如、ですげれど
6、三合併的jご/;J:レρ~v?J~冊、j::3~究がす'-31レですね

大学さ古j式配ftすぎ¥・・。だ、クでI/l!手一声の一つめ書;止なV¥，パ必》ら、ちょっと1Iff-3?Jぜあ。 印刷

その一方、関係者あるいは卒業者による高専からブ¢争、編入した者への評価はい廿もも高川

房車排ら大学jごλつでb唱ノ礼f;J:[1"'こ下、パぽっかP泊、と。淘万.i'c:":3すこ下¥V?J扮id.>N1，tいですげれ

ど~o 仰上つ般的にはそ:3 v、:3flで居られ-3ことが拶いでず丸それは舟万有害まヲでい/レでかぬ

そA.，，1，tことは脅nlら気づb吃ことな/げずガ.i'(5足j

大与さのλ必/しかの晶子差燭b、で6、反離陸で滞事事で編スιできたのW.i'v¥.危ヲで茸っか唱λの孟Hi廟
いで fとヲだったj と廟ぐと花:つで彼らはみA/~局亭5字帯で全部VM-:hつでされ頃Jがら、疲ら1:1議

抱¥;d.iJち-3!vt::.jと。実験から手業研究まで終bっか唱bげでガ唱。治信て穆肋ってb、たとbづλI;J:

漏樽多b、ですよ仏足j

このように、 4年制大駒コ工学部の在学生と比べて高専卒者の方に「統制句Jな技術があることが高専卒者の自

己開田の中にみることができる。そしてこのようなぜ柑句優位の謂勝、その後の独立・開業に影響を与えてし、る

ものと思われる。

7 おわりに
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工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

あらためて、高専卒起業者・自営者団蹴動自立の衡尋との開系について実態調査を通した形で整理すると次の

とおりである。第ーに、高専卒ぜ術者の自営・開業率の高さは4年制大学工学部卒のぜ術者と比して高し激値一一

およそ1. 5.....，2. 0倍超一ーを示す傾向にあった。これは、技術の統合的側面を瀦尋して開発能力キ鈍宣能力を

備えた高専卒業者が自営キ企業に対して親罪同生を有していることの誼主とみることができる。しかしながら、自営

率に着目した今回の調査において課題が残されなかった訳で‘はない。例えば、?湖面拘な自営一一明拾・昇進の道が

閉ざされたため、あるいは失業のためなどにより、やむなく自営の道を選択する一一叩問題や、自営業の継承一一

親の聴撲が自営業あるい尚軍営者の場合、子の自営・開業率が高い戸ーの問題などと、高専卒者の起業・開業率と

の関車を明らかにすることはで、きなかった。これらはいすサLも、高専卒技術者を取り巻く問題と分かつことのでき

ない視長であった。前者の問題は、高専卒ぜ術者が4年制大卒と同等の職務を負わされながらも、給与体系では短

大卒と同等に位置づけられているケースも多く、結果としてこのような封土の畑昌に対ずる不満あるいは見切りが

独立という形で自営・起業につながっているかもしれないし、後者の問題は、経済的に不安定な自営業経営者が大

学と比べて授業料が安く学寮制度も整備されている高専に子を蹴齢、として送り、その結果自営業部勘表する率が

大学と比べ糊日しているかもしれないという櫛比成り立つ。い汁1，1こせよ、今回収集できた資料だけではこれら

の要因を分析することは難しく、今後の研究課題となるもので、あった。

そして第二には、高専卒起業・開業者にヒアリング、を行った結果、彼らは自己の能力の場を発揮したいという欲

求に裏打ちされた形で自営・開業の道を選択し、さらに自営・開業する上で高専での知識明支能が重宝されている

ことが明らかになった。なお、今回ヒアリングを行った範囲においては先のような?断輔包自営の問題ゆ看取できず、

むしろ自己肯定感の強い回答が共通して得られており、関係者へのヒアリングから導き出された共通点は具体的に

は、「企業の歯車となることに対する揺出番と自己の能力を発揮する場への希求Jや「高専で学んだ専門や専門外

の知識が現在の職種に役に立っている」ということであった。とはいえ、高専卒技術者が全蜘切こヒアリング対象

者のようにまだ術者としてのトータ川生を有し、自立し、そして自営を目指しているとするのは早計である。とし、う

のも、高専卒業生の「安意志向」は強く、ある高専の卒業生アンケ」トによれば「給与や，特に安定十白に対する

要求i鵠甘75持団品と高いことが示されており、これはリスクの高い開業・起業を志向することとは対照をなす意識

である。高専を卒業した者の開業・起業率が大学と比べて相対的に高いとはいえ、絶対数としては高専卒業生の9

割以上が起業・開業とは別の道を選択していることを忘れてはならないし、先にも述べたように大企業や中堅企業

の中で雇用されつつも自立を発揮していることは村長考えられる。その意味で、自営率・開業率は自立の一部分を

示すものであり全てではない。今後の検討課題として、自立の表出を起業・開業率とし、う指標砂州可に求めるか、

という砂椀手法の更なる吟味が必要である。

とはいえ、これまで検討してきた材料から、開業・起業した高専卒技術者の職業的な自立と自律を漣得する上で

高専での教育キ糧験が少なからず作用あるいは貢献していることが明らかになった。そしてその、自立・自律した

聴蟻主人となるために必要な要素は、職難句な技能と知識を「統合」し適切に用いる能力と、専門分野以外のことに

かかわり自己の位置を托握し名措蛇演じることのできる「開放」的な能力の両面一一トータ川金一ーであった。そ

して自立した職業人とは、自己の能力を発揮する場を求めると同時に、企業への依存とは醐住を置き自己の能力に

基づいて生業を営む能力を持った人物一一換言するならばレンベルトらの言うように「具体的な職業上の知識」技

能において堪能であると同時に、企業の活動においても自立し」企業・組織の論理からも自由になる可能性をもっ

た人物ー)たちで、あった。そのレンペノレトの偏見はさらに、この自立と自律の樹尋が「職場の民主伽ひし、ては「社

会全体の民主主義J化へとつながる、というものであった町。レンベルトらの主張する榊且みが正しし、とするな

らば、 1節で述べたような自立かっ自律した市民たちによる朝日と協同の桝且みを支える「聯駒に自立・自律し

た者」と「自立・自律した人材を輩出する教育システム」への要請も、今後より一層高まってくるであろう。

そこで最後に高専較育実践の特長の中から、自立と自律を支えているトータノ叶生を栢養するために他の教育機関

におし、ても適用可能なものとして2つの要素を掲げることで、この覇青に応えることができればと思う

句
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職難世支術の「統合」と「開放jの両側面の事前専を可能にするものである。そして2つ目は「教育時期Jの問題で

ある。これは5年一貫という長期にわたり、そして15歳という若年期から計画的、系細句に段階を追って学習者

に知識と技能を樹尋させることを可能にする。この2つの教育的・制踊併輔教が強く高専卒技術者の特性を規定し

ていることは、かねてから高専関係者から指摘を受けていたことであり、また前節のヒアリング実態調査からも明

らかになったところである。ただし従来の砺院は高専卒技術者の特性を、効率性、生産性、特殊性あるいは靖1随性

に着目して論じてきたものは多かったが、ぜ術者としての「自立・自律Jに主題を据えたものは極めて少なし吠況

にあった。

しかし今、官頭でも述べたように自立と自律を求める波が押し寄せる傾向はやむ知己にない。そのような潮流の

中で複綿型教育システムの双壁をなし得る高専での較育を通じて年間1万人の若者が自立・自律を事前尋しているの

だとしたら、その自立の衝専メカニズムを明ら糾こすることで現在の日本の教育システム全般一一特に職業教育の

領域一→こ少なからずインパクトを与えるのではなかろう7J'¥その一方で、、高専教育がt静育の開放的側面が不足し
掛荷の統合的側面に偏ることで、従来からなされてきた高専卒技術者への批判のように「倉崎性キ指導性などにお

いて未熟さがみられるJとか「一散喝蟻面で劣る傾向があるJという負の言刊面聞につながっていることも留意すべ

き点である。これらの負の評価を払拭するためには、これまで述べてきたように、ぜ術者としての自立と自律を獲

得するためには、婦哉と技能を単に訓練によって学生に与えようとするのではなく、働時を取り巻く社会とのかか

わりを学生たちに実感させることが必要となるのではなかろうれそして同時に、経済のグ、ローパル化と国閑静

の激化に伴う掛青流出と技術の空洞化が魅念される今、終身雇用嗣肢ぞ年功序列制度が大きく見直された今、そし

て政断旬並びに佐封切こ自立と自衛沫められている今、このような高専較育が果たしてきた成果と残された課題

を整理し、自立カり自律したぜ術者一一職業人一ーを養成する教育システムを充実させることは焦眉の急である。

小論は自立かつ自律したぜ術者を養除する独自の機能が高専にあると仮定し、その結果高専卒者の高い自営率や

高専卒自営・開業者の高専に対する肯定的な評価などを得る形で、自立と自律を支えるシステムとして高専教育が

実嗣切司幾能していることを明ら糾としようとしたが、この視角が他の教育システムにおいて職業教育を通じた自

立と自律の瀦専はい糾として可能か、という問いに対する答の一助となれば幸いである。
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工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

【資料】高専および大学の卒業制吏別自営率

※以下の表は、縦軸に卒業生に対する自営・開業者の比率を、櫛自に卒業年度をとったものである

表 1
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8 表7 表
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工業高等専門学校卒の起業者・開業者にみる職業的自立の獲得要件に関する考察

iもちろんこのように各々の前倒似タンスを単純に二項対立的なものとして分類したり、あるいは「右=保=国家Jといったよ

うにそれぞれ却芯させたりすることはできな凡それぞれの前帥句な体制、経緯、制兄などによって異なる。

uたとえば、アンソニーギデンズはその著「第三の道Jで新自由主義政権が市民の活動を積極包に保護しようとしてきた動きを

紹介してし、る (1999、日本経済菊澗祖。ただしこ0酒のサイドが求める「自立Jは、ともすればコスト叫邸戒を求めたり、あ
るいは生産性を高めたりすることのみに収数し、政l台的自立の観保がないことにより「伺|陶な市民を生み出す可能性があり、積
極的に「物申す」市民を目指す「もう一方のサイ刊の自立の在り方とはこの点で大きく異なる。

国北島健一 (2002)r樹止国家と非営手l胞織一一ファイナンス/供給鋪佐モデルの再考J('宮本太郎編著「樹岨家再編の政

f台J7帯ミネノレヴァ書房、 P250
iv向上 P256 なお、同書が与えてくれる和変について1点言及しておきたい。同書はサラモンの米国NPO研究を通じて、

NPO一政府間の「コラボレーシヨンに合理性(P257)Jを見出してきたことを紹介しているが、その上で著者の加機氏による、

従来の開放援助のメカニズムの違いがNPOの自待性の差となってあらわれる (P265)JというNPO瑚←すなわち「蜘守
/NPO関係を従来のファイナンス/供給の分離lとみる視角ーとは「異なる4見角からみていくことが求められている (P267)J
との指摘は、今後の日本のNPO研究を進めていく上で極めて重要なものとなろう。
V 中小企業庁編「中村諜白書2002J、ぎょうせい、 P58
岨鎌田彰仁 (1999)r中小鈍撲ものづくり機能の再編成J(r中ノ他業の競争力基盤と人的資源Iより)、文民堂、 P10

岨例えばカナダにおける璃域諸情は、 dependent、independent、interdependentへつながって行くとし、う三段階モデルを適用し
ている。

viliもちろんこれにl主情輔副言技術の目覚しい発展も大きな寄与をしていることは否定できなし、だが注目すべきは技術の進歩その

ものよりもより多くの情報の「共有」が市民摘で可能となったことがもたらした影響であろう。

lX安宅仁人「わが国のぜ術者養成システムにおいて工業高等専門学校が果たす可錦リと意義一一工業高等専門学校卒槻荷の自立と

自律の樹守一一~ (2003) 
唯々木英一 (1996)r.デュアルシステムの公共性と糊附牒・経済教育学:J(佐々木亨編「ぜ術較育・職業較育の諸相Jより)、
大詔土

n 逆に、これに対して小玉費削「較育の機能を公共的な市民を腕ける醐告と職業など併捨的アイデンティティを腕ける機

能とに分節化し、公教育としての学校の機能を前者の市民形成に限定するという方向性科賦される必要性があるJと主張し、職

業的自立が成人~市民~としての自立を実現するというレンベルトらの主張とは一線を画している。「教育改革と公共性J(199 
9-P2 2 2)東京大学出版会

対i 前掲佐々木 (1996)、P276なお、これについてはレンベルト本人、そして佐々木氏も「個々人の自立性が、直線的、

無府間に企業ないu土会の民主化に直結するという論理らは、やはり飛躍だと言わざるを得ないjと限界を認めている。
対.ii.デヴィット・へ/レド (2002)rデモクラシ」と世界秩序J、NTT出版、 P81

氾V 向上 (2002)、P82
町小泉賢吉郎 (1997)r.科学・ぜ術論講晶、培風館、 P107
M 向上、 P107

xviiこれについては、高専に専攻科を設置して2智品学習年限を延ぽす動きや、 JABEE対応などの動きがある。

叫前掲ー「中村撲の競争力基盤と人的資源む (1999)、P79
血これについては仁公教育システム研究第1号J(2003)あるいは前掲の拙論 (2003)等を参照された川
四前掲ー「中ノjぜ操白書2002J(P54)では、 29歳以下の者が開業する際の困難性として、自己資金不足 (58.2%)、
倉IJ業資金の調達 (4O. 7%)、人材の確保 (32. 8%)、販売先の開拓 (32. 1 %)が挙げられている。

回「週刊東洋経済2002/12/23J、P74 真野博司『大学発ベンチャ}力I躍する大学努〈ンチャオIJ出の動き』では、
大学発〈ンチヤ}において、ブボ持。漸究者と学生による企業とでは困難を感じる項目が異なっており、大学等の研究者は「資金

(48%)、人材 (33%)、販路 (12%)Jを掲げているのに対し、学生は「販路 (29%)、人材 (23%)、資金 (19%)、経

営体制 (19%)、技術 (10%)Jを掲げている。

出前掲ー「中ノjぜ喋白書2002J、P53

国 ii苫4噌高専についてfj独自に、 1994年の同窓会名簿より名簿掲載者に占める「自営」の害l拾を算出するために、 1969
年から1990年までの聞に卒業した機械工学科及び電気工学科の卒業生について同窓会誌の後尾にある閣議先索

F
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n日



棚瓜 「中ノJ'11業白書2002J(P50)より改編
畑中央大学企業研究所[広域多摩地検〈ンチャー企業の経営者精神J(2001)、 P18、19

m 同上 (2001)、P18
阿国立高専卒業者は毎年1万人が、国公駄工学部卒者は10万人前後である。
副前掲安宅 (2003)
畑且苫小牧高専「割、牧高専卒業生アンケートJ(2001 ~ P32) 

田血V また民主主義化という観点について、政治学者のへノレドが新しい民主主義を表明特Eみとして「民主的自鋼生のコスモポリタ
ン・モデル」を掲げていることも加えて指摘しておきた凡これは、従来の国家システムあるいは想起されてきた「世界翻守」シ

ステムに代わるものとして、根源的な秩序の原理射いールによって拘束され虎一ーすなわち秩序と寛容、民主主義と責伍及。t.iE当

なかーノレの理論的説明と根拠が担保された一一報弱加重層的で多様なシステムのことである。このことは先にも述べたように、昨

今日本において数多くの領域で権威瑚撤している傾向が見られると同聞こ、市民たちが多様な領域に参加し始めている現状と照

らし合わせた場合、この「民主的自律性コスモポリタン・モデ〉レ」は極めて興味深b哨細みとして映る。一一剖掲デ、グィッド・

へノレド (2002)、P166 
副大学設置審議会〔高等専門学校分科会〕の答申「高等専門学校の振興，充実についてJ(1974) 
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